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【資料５】

１ 各小学校区の設立予定時期

２ 推進体制
・地域連携コーディネーターを６人から１３人に増員して各支所にも配置するなど、新たな地域コミュ

ニティ協議会の設立に向けた支援を強化する。
・地域振興課は、本庁管内の校区への設立支援や市内全域での協議会設立に向けた企画、支所間の連絡

調整などを行い、各支所は、それぞれの管内の校区への設立支援を行う。

３ スケジュール

４ 地域コミュニティ協議会設立準備、設立後の協議会に対する支援策
(1) 地域コミュニティ協議会設立準備補助金

  ①交付対象者
   町内会や校区公民館運営審議会等の代表者が相当数参加して結成された設立準備組織
  ②対象経費
   協議会の設立に向けた取組に要する経費のうち、講師謝金、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、

保険料、会場使用料、バス借上料及びその他市長が必要と認める経費
  ③補助金額
   交付対象経費の全額とし、設立準備組織の設置から２年度目までの間に１０万円を限度
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(2) 地域コミュニティ協議会地域活性化に向けた協働事業補助金
  ①交付対象者
   設立後の地域コミュニティ協議会
  ②対象経費、③補助金額

  ④主な変更点
   (ｱ) 備品整備やプラン策定に対する補助金と活動に対する補助金を統合した。
   (ｲ) 世帯数に応じた基礎額を見直した。
   (ｳ) プランに基づく事業の実施に向けて計上する積立金、事業実施に伴う労務に対する謝金を対象

経費に加えた。
(3) 地域コミュニティ協議会事務局職員雇用事業補助金

  ①交付対象者
   設立後の地域コミュニティ協議会
  ②対象経費
   地域コミュニティ協議会が当該団体の事務を行う職員を雇用する人件費
  ③補助金額
   交付対象経費の全額とし、１年度につき５０万円を限度


